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✓ 「経営事項審査」とは…

国、地方公共団体などが発注する公共工事を直接（元請として）請け負おうとする場合に、

 建設業者が受けなければならない審査のこと。

0．「経営事項審査」とは

＜審査結果の有効期間：審査基準日（決算日）から1年7ヶ月以内＞
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1．主なメニュー

弊社では、事業状況等に応じて、以下のメニューを組み合わせてご提案しています。

この他にも、お客様のご要望に応じた対応が可能です。（例：内部監査、事業所チェック、顧問契約等）
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広告規制対応･
集客ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

実務ﾌﾛｰ/運用の確定･
ﾏﾆｭｱﾙ化

役職員の教育･研修
（規制ﾚｸﾁｬｰ含む）

その他 必要な助言･
ﾉｳﾊｳ･情報提供

手続き支援
（手続き完了後の管理含む）

事業の壁打ち
（例：事業内容ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ･

リスク洗い出し等）

工程･ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理

各種計画の策定支援
（例：事業計画･収支計画･

人材戦略等）

行政相談･行政対応
（行政相談への同行含む）

事業立ち上げ支援
（例：社内体制構築、
社内企画書作成等）

調査･分析･報告書納品

社内規程･契約書等作成
（契約ﾌﾛｰ整理含む）
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2．スケジュール（予定）

弊社の申請支援業務は、以下のスケジュールで進行予定です。

（具体的なスケジュールや役割分担等の詳細は、お申込後のキックオフミーティングを通じて決定します。）
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3月 4月

理解・検討・書類整理

調査・報告・レクチャー

申請準備・申請手続き

（評点ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ･人材計画等含）
審査期間

御社

弊社

ｷｯｸ

ｵﾌ

入
札
参
加
資
格
へ

  弊社ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとｷｯｸｵﾌﾐｰﾃｨﾝｸﾞ
申請手続きの準備開始

顔合わせ・今後の進行ｽｹｼﾞｭｰﾙ確定・
具体的な役割分担等詳細を決定します。

  知識･経験豊富な弊社ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが
事業のﾎﾟｲﾝﾄ等を適宜共有

申請予定の官公庁の特性等も適宜調査し、報告します。
短期間×効率的に関係者の理解を深めます。

  評点ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ等を行い、
総合評定を可視化

現状の財務内容・工事実績・技術者
体制等を基に数値化します。

  審査を経て受審結果通知

行政庁による審査を経て、おおむね40日程度で
総合評定値（P点）等が記載された経営事項審査
結果通知書が交付されます。

  契約期間中、定例会議への参加（法規制共有や進捗確認等）・質問や相談対応等のフォローを実施

事業に関して気になる点・不安な点等、お気軽にご相談ください。他社事例・ﾉｳﾊｳに基づく回答や情報提供等のﾌｫﾛｰ実施します。

5月 6月 7月 8月 10月



Copyright@サポート行政書士法人

3．ご依頼いただくメリット

新規事業の開始には、様々な 疑問・迷い・悩み・試行錯誤 がつきものです。

自分達で全て一から対応すると、不慣れな調査や行政対応等に、膨大な時間と労力を割かれがち・・・

1

要領を得ない調査･･･ 慣れない行政対応･･･ 経験不足や無知による
リスク見逃し･･･

ﾀｽｸ管理のｷｬﾊﾟｵｰﾊﾞｰ・
ﾀｲﾑｵｰﾊﾞｰ･･･

• 経審・決算変更届等を専門チームが一括対応し、迅速かつ確実に進めます。

• 独自システムによる期日管理と制度改正対応により、有効期限切れや改正漏れを防止します。

• 属人化を避けたチーム体制で、継続的かつ安定したサポートを提供します。

• 技術者・工事実績・各種申請を一元管理し、手続き漏れや社内負担を最小限に抑えます。

➟ 新規事業の準備が難航し、既存事業の停滞、新規事業の実行面の遅れが出ては本末転倒！
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4．報酬等
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内 容
報酬額（税込）
※基本報酬

決算変更届申請業務

項 目

各事業年度終了後4か月以内に、財務内容および工事実績
の変更を事業年度終了届出書として提出します。

55,000円～
（+オプション）

経営状況分析申請業務
経営事項審査に先立ち、財務状況（Y点）を数値化・評価す
るため、決算書等を基に登録分析機関へ申請を行います。

22,000円～

経営事項審査申請業務
経営規模・技術力・社会性等を総合的に評価するため、経
営状況分析結果を踏まえて行政庁へ申請します。

入札参加資格申請業務
経営事項審査の結果を基に、国・都道府県・市町村等の発
注機関へ入札参加資格の取得申請を行います。

1自治体1業種につき
6,600円～

アウトソーシング
年間サポート業務

建設業・入札参加資格等を年間を通じて管理・支援し、法
令対応と入札機会の確保を継続的にサポートします。

1ヶ月につき
110,000円～220,000円

その他

その他、以下のようなケースで、事前にご相談の上、加算
報酬を設定する場合があります。

適宜ご相談例）・御社窓口担当者が複数名・部署にわたる場合
・急ぎ申請等の特別対応が必要な場合
・その他、イレギュラー対応が必要な場合

66,000円～
（+オプション）

※オプション・・・工事業種数、技術職員数、工事経歴件数等に応じて加算



5．本件に関するお問い合わせ
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サポート行政書士法人 担当 ： 芳村（ヨシムラ）・松崎（マツザキ）

 メールアドレス ： yoshimura@shigyo.co.jp matsuzaki@shigyo.co.jp

［ご紹介］

当社ホームページ : https://www.shigyo.co.jp/company

外国人従業員の活用（在留資格等）、補助金の活用支援等も行っています。お気軽にご相談ください。

mailto:yoshimura@shigyo.co.jp
mailto:tachi@shigyo.co.jp
https://www.shigyo.co.jp/company
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